
 (2) 文化振興基金助成事業（自主事業）

５　総務部事業

 (1) 第78回岩手芸術祭開催事業（一部岩手県からの受託事業、一部実行委員会事業）

　県内の芸術団体と連携し、岩手芸術祭を開催
・開催期間：　令和７年10月～令和８年２月
・開催行事：　開幕式典･総合フェスティバル、美術展、小中学校美術展、演劇、
　　　　　　　伝統芸能、音楽、舞踊、演芸、移動公演、文芸ほか
・開幕式典等：10月４日（土）トーサイクラシックホール岩手（岩手県民会館）
               （10月４日～５日　芸術体験イベント）
・テ ー マ：　「未定」

各種大会等参加事業 　全国大会、東北大会等の大規模な大会、発表会等への参加

文化活動研修事業 　文化活動指導者等の研修会、講習会の開催又は県外で行われる研修会、講習会等
への参加

刊行物発行事業 　文芸作品集の発刊、郷土史、民俗、伝説、動・植物等の郷土研究誌の発刊

文化団体結成促進事
業

　市町村の総合的芸術文化団体又は広域にわたる文化団体の結成促進

その他特に必要と認
める事業

　その他文化振興上特に必要と認める事業

文化団体備品整備事
業

　楽器、展示用備品、民俗芸能用具、その他文化団体の活動に必要な備品の購入又
は修理

  ア　継続事業

  県民の文化活動が活発に推進されるよう、文化団体等が実施する次の事業に対し、助成を行う。

対象事業名 内 容

文化活動成果発表事
業

　文化活動の成果発表のために行う展示会、演奏会、芸能祭等で、原則として市町
村の区域を越えて広域から参加するもの

  イ　特別事業

 　文化芸術活動の活発化及び東日本大震災等により被害を受けた民俗芸能団体の活動の復興の契機とす
べく、文化団体等が実施する次の事業に対し、助成を行う。

対象事業名 内 容

被災団体備品整備事
業

　東日本大震災津波以降に生じた激甚災害により被害を受けた民俗芸能用具の購入
又は修理

被災文化団体活動支
援事業

　東日本大震災津波以降に生じた激甚災害が発生した区域に活動の本拠を置く文化
団体等が、文化活動の成果発表のために行う展示会、演奏会、芸能祭等であって、
複数の団体が合同で行うもの又は一般公募により出品者等が参加するもの

いわて芸術家派遣事
業

　県内在住の芸術家を公立文化施設又は学校等に派遣して行う各種公演等の開催

アートマネージャー
育成事業

　（公社）全国公立文化施設協会が実施するアートマネジメント研修又は（一財）
地域創造が実施するステージラボへの参加

若手芸術家・民俗芸
能後継者等育成事業

　学生や未経験者を対象として行う文化活動のすそ野拡大に資する事業又は若手芸
術家・民俗芸能後継者等を育成することを目的とする事業

障がい者芸術活動支
援事業

　障がい者芸術に対する理解の増進と活動支援を目的とした、県内の福祉団体等に
よる障がい者芸術支援事業



 (4) 岩手県文化芸術振興基盤強化事業（岩手県からの受託事業）

　岩手県が立ち上げる「いわてアーツコンソーシアム（官民一体の文化芸術推進体制の構築）」事業について、先
進事例や基金助成事業等の各種調査研究を支援。
　いわてアーツコンソーシアム推進会議（仮称）やアートマネジメント研修の運営を支援。

区　　分 内 容

キックオフコンサー
ト

※県民会館事業として実施予定

記念式典 令和７年６月５日（木）県民会館中ホール

祝賀会 令和７年６月５日（木）ホテルメトロポリタン盛岡ニューウィング

企画展 令和７年８月21日（木）～27日（水）県民会館展示室

講演会・シンポジウ
ム

令和７年８月22日（金）県民会館

 (6) 寄付金の受入（自主事業）

　事業団の設立目的である芸術文化の振興事業及び東日本大震災津波等の復興支援事業に充てるため、
寄附金を募集する。

 (3) 岩手県文化振興事業団創立40周年記念事業（自主事業）

 (5) 広報事業（自主事業）

　事業団が実施する事業を広く県民に周知するため、事業団のホームページやＳＮＳのほか、県政記者
クラブへのプレスリリース等の報道機関を活用した広報を実施。
ア　事業団ホームページ（通年）
イ　ＳＮＳ（通年）：Ｘにより週１～２回程度の情報発信
ウ　プレスリリース　年６回程度実施

閉幕コンサート ※県民会館事業として実施予定

記念誌発行、その他 記念誌：令和８年３月発行予定
その他：各館・所において冠事業、展示等を予定

　創立30周年からの10年間を振り返り、これまでの事業団事業や活動の成果等を情報発信するとともに、特に、東
日本大震災津波からの復興支援でお世話になった方々、絆・つながりで交流が生まれた方々や、県民への感謝
の気持ちを伝える機会とする。
　本県の文化芸術振興と事業団事業が抱える課題を共有し、県内外の関係団体等とともに今後も連携して取り組
むことを伝える。


